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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すと

おり，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が地震後の繰返しの来襲を想定した津波荷重，余震，

漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した荷重に対し，施設・地盤の構造健全性を保持するこ

と，十分な支持性能を有する地盤に設置していること及び主要な構造体の境界部に設置す

る部材が有意な漏えいを生じない変形に留まることを確認するものである。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の位置図 
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2.2 構造概要 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 及び図 2－

4 に，概略配筋図を図 2－5 に，止水目地の概念図及び配置位置図を図 2－6 及び図 2－

7 に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，入力津波高さ（EL 12.6m）に対して余裕を考慮した

天端高さ（EL 15.0m）とする。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモルタ

ルで充填した多重鋼管による杭基礎構造及び，鋼管杭と鉄筋コンクリート造の被覆コン

クリート壁による上部構造から構成される。鋼管杭は，岩盤に支持させる構造とし，岩

盤部では隣り合う多重鋼管杭間をセメントミルクで間詰めする。被覆コンクリート壁の，

ブロック間の境界には，止水性を保持するための止水目地を設置する。 

また，津波の地盤中からの回り込みに対し，防波壁の背後に地盤改良を実施する。 

 

 

 

 

(正面図及び断面図) 

図 2－2 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図 
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図 2－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造図（正面図） 

 

 

図 2－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造図（断面図） 
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図 2－5 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の概略配筋図 

 

 

図 2－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の止水目地の概念図 
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2.3 評価方針 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）はＳクラス施設である津波防護施設に分類される。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示

す。 

また，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必

要な施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限

界」において設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて実施する。

強度評価では，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価

条件を用いて評価し，「5. 評価結果」より，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象

部位の発生応力，すべり安全率及び発生変形量が許容限界を満足することを確認する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余

震荷重の作用方向や伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷

重及び荷重の組合せは，津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に

伴う荷重と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」という。）について行う。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度評価は，設計基準対象施設として表 2－3 の防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価項目に示すとおり，施設・地盤の健全性評価，基礎地盤

の支持性能評価及び施設の変形性評価を行う。 

施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を実施する

ことにより，構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

防波壁(多重鋼管杭式)の強度評価フローを図 2－8 に示す。 
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表 2－1 防波壁(多重鋼管杭式擁壁)の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

鋼管杭 
・被覆コンクリート壁を支持

する。 

・被覆コンクリート壁を

支持する。 

被覆コンクリート壁 ・止水目地を支持する。 

・止水目地を支持すると

ともに，遮水性を保持

する。 

止水目地 
・被覆コンクリート壁間の変

形に追従する。 

・被覆コンクリート壁間

変形に追従し，遮水性

を保持する。 

地
盤 

改良地盤④ ・鋼管杭の変形を抑制する。 ・難透水性を保持する。 

改良地盤⑤ 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに反映し，防波壁への相

互作用を考慮する）。 

・難透水性を保持する。 

改良地盤⑦ 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに反映し，防波壁への相

互作用を考慮する）。 

・役割に期待しない。 

岩盤* 

・鋼管杭及び被覆コンクリー

ト壁を支持する。 

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・鋼管杭及び被覆コンク

リート壁を支持する。 

・鋼管杭の変形を抑制す

る。 

埋戻土, 

埋戻土（粘性土）, 

砂礫層 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに取り込み，防波壁への

相互作用を考慮する）。 

・防波壁より陸側につい

ては，津波荷重に対し

て地盤反力として寄

与する。 

施設護岸，基礎捨石， 

捨石，被覆石 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに取り込み，防波壁への

波及的影響を考慮する）。 

・役割に期待しない。 

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。 

グラウト材（埋戻土部

杭間部充填） 
・役割に期待しない。 

・難透水性の地盤ではあ

るが，役割に期待しな

い。 

注記＊：岩盤部と鋼管杭間に充填するセメントミルクは，岩盤に含む。 
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表 2－2 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の性能目標 

 性能目標 

鉛直支持 すべり安定性 耐震性 
耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施
設 

鋼管杭 

― ― 

構 造 部材 の健 全 性

を保持するために，

鋼 管 杭が おお む ね

弾 性 状態 にと ど ま

ること。 

構造部材の健全性を保

持するために，鋼管杭が

おおむね弾性状態にと

どまること。 

被覆コンク

リート壁 

構 造 部材 の健 全 性

を保持するために，

被 覆 コン クリ ー ト

壁 が おお むね 弾 性

状 態 にと どま る こ

と。 

止水目地の支持機能を

喪失して被覆コンクリ

ート間から優位な漏え

いを生じないために，被

覆コンクリート壁がお

おむね弾性状態にとど

まること。 

止水目地 

被 覆 コン クリ ー ト

壁 間 から 有意 な 漏

え い を生 じな い た

めに，止水目地の変

形 性 能を 保持 す る

こと。 

被覆コンクリート壁間

から有意な漏えいを生

じないために，止水目地

の変形・遮水性能を保持

すること。 

地
盤 

改良地盤④ ― ― 

鋼 管 杭の 変形 を 抑

制するため，改良地

盤 が すべ り破 壊 し

ないこと。（内部安

定を保持） 

地盤中からの回り込み

による流入を防止（難透

水性を保持）するため改

良地盤がすべり破壊し

ないこと。（内的安定を

保持） 

改良地盤⑤ ― ― ― 

地盤中からの回り込み

による流入を防止（難透

水性を保持）するため改

良地盤がすべり破壊し

ないこと。（内的安定を

保持） 

岩盤 * 

鋼管杭を鉛直

支 持 す る た

め，十分な支

持力を保持す

ること。 

基 礎 地 盤 の す

べ り 安 定 性 を

確保するため，

十 分 な す べ り

安 全 性 を 保 持

すること。 

鋼 管 杭の 変形 を 抑

制するため，岩盤が

す べ り破 壊し な い

こと。（内的安定を

保持） 

― 

注記＊：岩盤部と鋼管杭間に充填するセメントミルクは，岩盤に含む。 
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表 2－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤の

健全性 

鋼管杭 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であることを確認 

降 伏 モ ー メ ン ト

（曲げ）及びせん

断応力度（せん断） 

被覆コンクリート壁 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であことを確認 

短期許容応力度 

改良地盤④ 

すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

すべり安全率 1.2

以上 

改良地盤⑤ 

基 礎 地 盤 の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確

認 

極限支持力＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤の

健全性 

鋼管杭 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であることを確認 

降 伏 モ ー メ ン ト

（曲げ）及びせん

断応力度（せん断） 

被覆コンクリート壁 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であることを確認 

短期許容応力度 

改良地盤④ 

すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

すべり安全率 1.2

以上 

改良地盤⑤ 

基 礎 地 盤 の

支持性能 
岩盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確

認 

極限支持力＊ 

施 設 の 変 形

性 
止水目地 

発生変形量が許容限界以下

であることを確認 

有意な漏えいが生

じないことを確認

した変形量 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－8 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度評価フロー 
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評価方針

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元動的有限要素法解析モデル
及び諸元の設定

常時応力解析

照査時刻の選定

津波，重畳時荷重の算定

３次元構造解析

施設（被覆コンクリート壁）
の健全性評価

３次元構造解析モデル
及び諸元の設定

施設（被覆コンクリート壁）
の応答値算定

弾性設計用地震動Ｓd－Ｄ

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

施設（鋼管杭）・地盤の
健全性評価

基礎地盤の支持性能評価 施設の変形性評価

施設（鋼管杭）・地盤の
応答値算定

変位量の算定接地圧の算定

評価終了

２次元動的有限要素法解析 ２次元静的有限要素法解析

重畳時 津波時
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・道路橋示方書（I 共通編・IV 下部構造編）･同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解析（（社）日本港湾協会，H19 年版）  

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

強度評価に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 強度評価に用いる記号（１） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐ kN/m2 積載荷重 

Ｐs kN/m2 積雪荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 

Ｐk kN/m2 風荷重 

Ｐt kN/m2 遡上津波荷重 

Ｐc kN/m 衝突荷重 

Ｋsd － 余震荷重 

γw kN/m3 海水の単位体積重量 

ρ ton/m3 海水の密度 

Ｍmax kN・m 鋼管杭に発生する曲げモーメント 

Ｍy kN・m 鋼管杭の降伏モーメント 

Ｚe mm3 鋼管杭の断面係数 

Ｎ kN 鋼管杭に発生する軸力 

Ａ mm2 鋼管杭の断面積 

Ｑmax kN 鋼管杭に発生するせん断力 

Ｑa kN 鋼管杭の許容せん断力 

σc N/mm2 被覆コンクリート壁に発生する曲げ圧縮応力度 

τc N/mm2 被覆コンクリート壁に発生するせん断応力度 

σs N/mm2 被覆コンクリート壁に発生する曲げ引張応力度 

σca N/mm2 コンクリートの短期許容曲げ圧縮応力度 

τca N/mm2 コンクリートの短期許容せん断応力度 

σsa N/mm2 鉄筋の短期許容曲げ引張応力度 

 

  



 

14 

 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
 3
-2
-1
-3
 R

0 

表 3－1 強度評価に用いる記号（２） 

記号 単位 定義 

δx mm 止水目地の x 方向（法線直交方向）の変位 

δy mm 止水目地の y 方向（法線方向）の変位 

δz mm 止水目地の z 方向（深度方向）の変位 

δx(T) mm 止水目地の x 方向の最大相対変位 

δy(T) mm 止水目地の y 方向の最大相対変位 

δz(T) mm 止水目地のｚ方向の最大相対変位 

δ mm 止水目地の最大変位 

Rd N/mm2 鋼管杭先端の軸力より算定される軸応力度 

Ru N/mm2 極限支持力 

Nmax kN 鋼管杭に発生する軸力 
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3.2 評価対象断面及び部位 

3.2.1 評価対象断面 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の

構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の

評価対象断面位置図を図 3－1 に，縦断面図を図 3－2 に，防波壁（多重鋼管式擁壁）

の各区分における横断面図を図 3－3～図 3－8 に示す。以下の理由から，②－②断

面，③－③断面，④－④断面及び⑦－⑦断面を評価対象断面として選定する。 

 

・②－②断面は，防波壁が施設護岸の背面に設置されている断面のうち，岩盤上

面深さが最も深く，改良地盤④が設置されていることから評価対象断面に選定

した。 

・③－③断面は，防波壁が施設護岸の前面に設置されている断面のうち，岩盤上

面の深さが最も深いことから，選定した。 

・④－④断面は，取水管を横断するため，多重鋼管杭の杭間隔が広いことから，

選定した。 

・⑦－⑦断面は②－②断面に直交する縦断方向の断面である。②－②断面位置に

おける縦断方向の止水目地の変形量を求めるため，変形性評価の評価対象断面

に選定した。 

 

本資料では，防波壁が施設護岸の背面に設置されている断面である②－②断面と，

防波壁が施設護岸の前面に設置されている断面である③－③断面の強度評価を実

施する。また，止水目地の評価において，②－②断面と⑦－⑦断面を選定する。 
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図 3－1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面位置図 
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図 3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（①－①断面） 

 

 

図 3－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（②－②断面） 
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図 3－5 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（③－③断面） 

 

 

 

 

図 3－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（④－④断面） 
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図 3－7 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（⑤－⑤断面） 

 

 

 

図 3－8 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（⑥－⑥断面） 
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3.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造的特徴や周辺状況の特徴を

踏まえて設定する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位のうち，鋼管杭及び改良地盤の健全性評価，

基礎地盤の支持性能評価，並びに止水目地の変形性評価については，津波時には２

次元静的有限要素法（有効応力解析）による強度評価を行い，重畳時には２次元動

的有限要素法（有効応力解析）による強度評価を行う。被覆コンクリート壁につい

ては，３次元構造解析により健全性評価を行う。 

 

(1) 施設・地盤の健全性評価 

施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，鋼管杭，被覆コンクリート壁，

改良地盤④及び改良地盤⑤とする。 

 

(2) 施設の変形性評価 

施設の変形性評価に係る評価対象部位は，構造物間に設置する止水目地とする。 

 

(3) 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，多重鋼管杭式擁壁を支持する基

礎地盤（岩盤）とする。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び

荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.3.1 荷重 

強度評価には，以下の荷重を用いる。 

 

(1) 常時作用する荷重（Ｇ，Ｐ） 

常時作用する荷重として，自重又は固定荷重及び積載荷重とする。 

 

(2) 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

敷地高以上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の３

倍で作用する水圧として算定する。 

敷地高以深については，谷本式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用高さは入射津

波高さの３倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静水圧の 2.2 倍

として算定する。 

 

(3) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ-Ｄによる地震力及び動水圧を考慮する。 

 

(4) 衝突荷重（Ｐｃ） 

衝突荷重は，津波漂流物による衝突荷重を選定し，設定する。 

衝突荷重は表 3－2 に示すとおり，施設の延長に応じて設定する。 

施設に作用させる際は，漂流物対策工による荷重分散を考慮する。 

 

表 3－2 衝突荷重 

 

 

 

 

 

  

評価対象断面 ②－②断面 ③－③断面 

衝突荷重(kN/m)  420 360 
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(5) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重は，平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基

準風速 30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及

び建設省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

 

(6) 積雪荷重（ＰＳ） 

積雪荷重は，発電所に最も近い気象官署である松江地方気象台（松江市）での観

測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4 日）

に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した値を基本とし，積雪量１

cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し，各施設の積雪面積を乗じて

設定する。 
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3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。強度評価に用いる荷重の組合せは津波時及び重

畳時に区分し，荷重の作用図を図 3－9 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｔ＋Ｐｃ＋Ｐｋ＋ＰＳ 

重畳時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｔ＋Ｋｓｄ＋Ｐｋ＋ＰＳ 

Ｇ   ：固定荷重 

Ｐ   ：積載荷重 

Ｐｔ      ：遡上津波荷重 

Ｋｓｄ  ：余震荷重 

Ｐｃ  ：衝突荷重 

Ｐｋ  ：風荷重 

Ｐｓ  ：積雪荷重 

 

図 3－9(1) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の荷重作用図（津波時） 

 

 

図 3－9(2) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の荷重作用図（重畳時）  
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3.4 許容限界 

許容限界は，「3.2 評価対象断面及び部位」にて設定した評価対象部位の応力や変

形の状態を考慮し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

3.4.1 鋼管杭 

鋼管杭の許容限界は「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解析（日本

道路協会，平成 14 年 3 月）」を基に算出した降伏モーメント及び短期許容せん断

力とする。表 3－4 に鋼管杭の許容限界を示す。 

 

降伏モーメントは次式により算定する。 

𝑀𝑦＝ ∑ (𝑓𝑦𝑖 −
|𝑁𝑖|

𝐴𝑖
)𝑍𝑒𝑖𝑖   

ここで， 

Ｍy：多重鋼管杭の降伏モーメント（kN・m） 

fyi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚei：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面係数（mm3） 

Ｎi：多重鋼管杭を構成する各鋼管に発生する軸力（kN） 

Ａi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 

 

許容せん断力は次式により算定する。 

𝑄𝑎＝ ∑ 𝜏𝑎𝑖𝐴𝑖𝑖   

 

ここで， 

Qa：多重鋼管杭を構成する各鋼管の短期許容せん断力（kN） 

τa：多重鋼管杭を構成する各鋼管の短期許容応力度（N/mm2） 

Ａi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 
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表 3－4 鋼管杭の許容限界 

断面 杭種 杭位置 杭径 杭板厚 鋼種 

降伏 

モーメント *2 

（kN・m） 

許容 

せん断力 

（kN） 

②－②断面 
地上部 

（1 重管） 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 14637 19421 

③－③断面 最内管 φ1.6m 25mm SKK490 14706 19421 

②－②断面 

地下部 

（４重管） 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 

89015 95166 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm*1 SM490Y 

③－③断面 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 

88462 95166 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm*1 SM490Y 

注記＊1：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3

月）に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

＊2：降伏モーメントは，鋼管杭に発生する軸力を考慮する。 
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3.4.2 被覆コンクリート壁 

被覆コンクリート壁の許容限界は「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 3－5 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3－5 被覆コンクリート壁の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9 13.5 

許容せん断応力度τca 0.45 0.67 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊：短期許容応力度は，コンクリート標準示方書より許容応力度に対して 

1.5 倍の割増を考慮する。 

 

3.4.3 改良地盤 

改良地盤の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用し，表 3－

6 にすべり安全率を示す。 

 

表 3－6 改良地盤の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 
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3.4.4 止水目地 

止水目地の許容限界は，メーカ規格，漏水試験及び変形試験により，有意な漏え

いが生じないことを確認した変形量とする。評価対象断面である②－②断面及び⑦

－⑦断面位置における止水目地の変位量に対する許容限界を表 3－7 に示す。 

 

表 3－7 止水目地の許容限界 

評価項目 許容限界（㎜） 

変位量 1580 

 

3.4.5 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験により設定する。基礎地盤の許容限界を表 3－

8 に示す。 

 

表 3－8 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（kN/mm2） 

極限支持力 岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

CL 級 3.9 
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3.5 評価方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

 

3.5.1 津波時 

（1）２次元静的有限要素法 

a. 解析方法 

津波時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を

作用させて２次元静的有限要素法により算定する。なお，衝突荷重は入力津波水

位 EL 11.9m に余裕を考慮した津波水位 EL 12.6m に作用させる。 

２次元静的有限要素法に用いる解析コードは，「ＦＬＩＰ」を使用し，解析コ

ードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム(解析コ

ード)の概要」に示す。 

 

b. 施設 

鋼管杭は，線形はり要素によりモデル化する。 

被覆コンクリート壁のモデル化は行わず，質量として自重を考慮する。 

 

c. 解析モデル及び諸元 

評価対象断面のうち②－②断面及び③－③断面の解析モデルは，Ⅵ-2-10-2-2-

3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」に示した解析モデルを用い

る。 

評価対象断面のうち⑦－⑦断面の解析モデルを図 3－10 に示す。解析領域，境

界条件等の考え方は，②－②断面及び③－③断面と同様である。 

 

(a) 解析領域 

解析領域は，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及ぼさな

いよう，十分広い領域とする。 

 

(b) 境界条件 

境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬するため，粘

性境界を設ける。 

 

(c) 構造物のモデル化 

鋼管杭は，線形はり要素によりモデル化する。 

被覆コンクリート壁のモデル化は行わず，質量として自重を考慮する。 
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(d) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。地盤は，マルチスプリング要

素及び間隙水要素にてモデル化する。 

 

(e) 海水のモデル化 

海水は液体要素でモデル化する。なお，遡上津波荷重は別途考慮する。 

 

(f) ジョイント要素の設定 

津波時の施設及び地盤の接合面における剥離及びすべりを考慮するため，こ

れらの接合面にジョイント要素を設定する。 

 

 

図 3－10 解析モデル（⑦―⑦断面) 

 

 

  



 

31 

 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
 3
-2
-1
-3
 R

0 

d. 使用材料および材料の物性値 

強度評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。鋼管杭の使用材料

を表 3－9 に，材料の物性値を表 3－10 に示す。 

 

表 3－9 使用材料 

諸元 

鋼管杭 

φ2200mm（SKK490，SM490Y） t=25mm＊ 

φ2000mm（SKK490）     t=25mm 

φ1800mm（SKK490）     t=25mm 

φ1600mm（SKK490）     t=25mm 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14

年 3 月）に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

 

表 3－10 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鋼管杭 77.0＊1 2.0×105＊ 0.3 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

 

e. 地盤及び改良地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤④及び改良地盤⑤の残留強度及び引張強度を表 3－11 のと

おり設定する。 

 

表 3－11 改良地盤④及び改良地盤⑤の残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 引張強度 

σt（N/mm2） c’（N/mm2） φ ’（°） 

改良地盤④ 0.0 43.03 0.11 

改良地盤⑤ 0.0 35.60 1.16 

 

 

f. 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位を表 3－12 に示す。 
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表 3－12 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 
防波壁より陸側：EL 5.5m 

防波壁より海側：EL 0.58m 
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g. 評価方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定

する。 

 

(a) 鋼管杭 

イ. 曲げ照査 

杭体の発生曲げモーメントが降伏モーメント以下であることを確認する。 

 

ロ. せん断力照査 

杭体の発生せん断力が許容せん断力以下であることを確認する。 

 

(b) 改良地盤 

改良地盤の評価は，改良地盤を通るすべり線上のすべり安全率が 1.2 以上で

あることを確認する。すべり安全率は，想定したすべり線上の応力状態を基に，

すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を求め，最小すべり

安全率を算定する。 
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(c) 止水目地 

止水目地の評価について，法線直交方向及び法線方向ともに，津波荷重によ

る最大変位が許容限界以下であることを確認する。 

x 方向（法線直交方向）及び z 方向（深度方向）の変位は，図 3－11 に示す

とおり，多重鋼管杭式擁壁天端における津波時の変位量とし，保守的に各ブロ

ックの位相が逆になったことを考慮し，時刻歴最大の変位量を 2 倍したものを

算定する。 

y 方向（法線方向）の変位は，隣接する多重鋼管杭式擁壁の天端間の相対変

位とする。 

 

x 方向（法線直交方向）の変位 δx：δx＝|δx(T)|×2 

y 方向（法線方向）の変位   δy：δy＝|δy(T)| 

z 方向（深度方向）の変位   δz：δz＝|δz(T)|×2 

 

ここで， 

δx(T)：x 方向の最大変位 

δy(T)：y 方向の最大相対変位 

δz(T)：z 方向の最大変位 

 

法線直交方向，法線方向及び深度方向の変位量を用い，下式のとおり合成方

向（3 方向合成）の変位量を求め，止水目地の津波荷重による最大変位とする。 

 

最大変位δ：δ = √δ
x

2
＋δ

y

2
＋δ

z

2
 

 

 

図 3－11 津波時の変位の概念図 

  

②

②

⑦ ⑦

δx(T)

δy(T)

δx(T)
δz(T)：②－②断面・⑦－⑦断面の
変形量の大きい方を採用
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(d) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構

造編）・同解析（日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に従い，杭先端部の軸力

を用いて次式により算定される軸応力が基礎地盤の極限支持力以下であるこ

とを確認する。 

 

Rd＝
𝑁𝑚𝑎𝑥

𝐴
 

 

ここで， 

Rd：鋼管杭先端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2）* 

Ｎmax：鋼管杭に発生する軸力（kN）* 

Ａ：鋼管杭先端の断面積（mm2）* 

注記＊：最外の鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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（2）３次元構造解析 

a. 解析方法 

津波時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を

作用させて３次元構造解析により算定する。なお，衝突荷重は入力津波水位 EL 

11.9m に余裕を考慮した津波水位 EL 12.6m に作用させる。 

３次元構造解析に用いる解析コードは，「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を使用し，解

析コードの検証及び妥当性確認の概要については，ⅤⅠ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

 

b. 施設 

被覆コンクリート壁はソリッド要素でモデル化する。 

 

c. 解析モデル及び諸元 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁)の３次元構造解析における解析モデルを図 3－12

及び図 3－13 に示す。 

 

(a) 構造物のモデル化 

３次元構造解析モデルにおいて，鋼管杭はシェル要素でモデル化し，被覆コ

ンクリート壁はソリッド要素でモデル化する。 

 

(b) 地盤ばね 

３次元構造解析モデルのうち地中部の鋼管杭には，地盤抵抗を表現するため，

地盤バネを設置する。 
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図 3－12 ３次元構造解析モデル（②―②断面) 

 

 

図 3－13 ３次元構造解析モデル（③―③断面) 

  

15.0m

27.3m

2.4m

被覆コンクリート壁

鋼管杭

20.0m

19.0m

2.4m

被覆コンクリート壁

鋼管杭
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d. 使用材料および材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－13 に，材料の物性値を表 3－14 に示す。鋼管杭の仕

様材料は，「(1) ２次元静的有限要素法」に示したものを用いる。 

 

表 3－13 使用材料 

材料 諸元 

被覆コンクリート壁 

鉄筋 SD345 

コンクリート 設計基準強度：24N/mm2 

 

表 3－14 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

被覆コンクリート壁 24.0＊ 2.50×104＊ 0.2＊ 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

 

e. 評価方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定

する。 

 

(a) 被覆コンクリート壁 

被覆コンクリート壁の評価は，モーメント及び軸力より算定される曲げ応力

及びせん断力より算定されるせん断応力が許容限界以下であることを確認す

る。応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，解析

コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 
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3.5.2 重畳時 

（1）２次元動的有限要素法 

a. 解析方法 

重畳時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を

作用させて２次元動的有限要素法により算定する。 

２次元動的有限要素法に用いる解析コードは，「ＦＬＩＰ」を使用し，解析コ

ードの検証及び妥当性確認の概要については，ⅤⅠ-5「計算機プログラム(解析

コード)の概要」に示す。 

 

b. 施設 

施設のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

 

c. 減衰定数 

RayLeigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 

 

d. 解析ケース 

重畳時においては，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計

算書」に基づき，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して，ケース①（基本ケース）

を実施する。 

 

e. 入力地震動 

入力地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄについて，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁

（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」に基づき設定する。 

 

f. 解析モデル及び諸元 

解析モデル及び諸元は，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

g. 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

h. 地盤の物性値 

地盤の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様である。 
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i. 地下水位 

地下水位については，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

j. 評価方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の重畳時の強度評価は，「3.5.1 津波時」と同様

である。 

 

（2）３次元構造解析 

a. 解析方法 

重畳時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を

作用させて３次元構造解析により算定する。 

３次元構造解析に用いる解析コードは，「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を使用し，解

析コードの検証及び妥当性確認の概要については，ⅤⅠ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，部材の評価

が厳しくなる時刻を地震応答解析の結果から選定する。 

 

b. 施設 

施設のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

c. 解析モデル及び諸元 

(a) 構造物のモデル化 

解析モデル及び構造物のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

(b) 地盤ばね 

３次元構造解析モデルのうち地中部の鋼管杭には，地盤抵抗を表現するため，

地盤バネを設置する。地盤バネは，「a. 解析方法」で選定した照査時刻にお

ける応答値を用いて算定する。 

 

d. 使用材料および材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様である。 

 

e. 評価方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の重畳時の強度評価は，「3.5.1 津波時」と同様

である。 
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4. 評価条件 

「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

4.1 津波時 

表 4－1(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（鋼管杭） 1299 kN 

固定荷重（被覆コンクリート） 631 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 100 kN/m 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 420 kN/m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

Ｚe 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.6m） 4.80×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.8m） 6.10×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.0m） 7.56×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.2m） 8.81×107 mm3 

Ａ 

鋼管杭の断面積（Φ=1.6m） 1.24×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=1.8m） 1.39×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.0m） 1.55×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.2m） 1.64×105 mm2 
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表 4－1(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（鋼管杭） 1116 kN 

固定荷重（被覆コンクリート） 1160 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 100 kN/m 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 360 kN/m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

Ｚe 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.6m） 4.80×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.8m） 6.10×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.0m） 7.56×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.2m） 8.81×107 mm3 

Ａ 

鋼管杭の断面積（Φ=1.6m） 1.24×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=1.8m） 1.39×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.0m） 1.55×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.2m） 1.64×105 mm2 
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4.2 重畳時 

表 4－2(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（鋼管杭） 1299 kN 

固定荷重（被覆コンクリート） 631 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 100 kN/m 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

Ｚe 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.6m） 4.80×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.8m） 6.10×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.0m） 7.56×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.2m） 8.81×107 mm3 

Ａ 

鋼管杭の断面積（Φ=1.6m） 1.24×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=1.8m） 1.39×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.0m） 1.55×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.2m） 1.64×105 mm2 
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表 4－2(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（鋼管杭） 1116 kN 

固定荷重（被覆コンクリート） 1160 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 100 kN/m 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

Ｚe 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.6m） 4.80×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=1.8m） 6.10×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.0m） 7.56×107 mm3 

鋼管杭の断面係数（Φ=2.2m） 8.81×107 mm3 

Ａ 

鋼管杭の断面積（Φ=1.6m） 1.24×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=1.8m） 1.39×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.0m） 1.55×105 mm2 

鋼管杭の断面積（Φ=2.2m） 1.64×105 mm2 
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5. 評価結果 

断面計算に用いた断面諸元を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 鋼管杭断面諸元 

断面 杭種 杭位置 杭径 杭板厚 鋼種 
断面積 

(㎜ 2) 

断面係数 

(㎜ 3) 

②－②断面 
地上部 

（１重管） 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 1.24×105 4.80×107 

③－③断面 最内管 φ1.6m 25mm SKK490 1.24×105 4.80×107 

②－②断面 

地下部 

（４重管） 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 1.24×105 4.80×107 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 1.39×105 6.10×107 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 1.55×105 7.56×107 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm* SM490Y 1.64×105 8.81×107 

③－③断面 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 1.24×105 4.80×107 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 1.39×105 6.10×107 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 1.55×105 7.56×107 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm* SM490Y 1.64×105 8.81×107 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月）

に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 
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5.1 津波時 

5.1.1 鋼管杭 

(1) 断面力分布 

断面力図を図 5－1 に示す。 

 

図 5－1(1) 鋼管杭における断面力図（②－②断面） 

 

 

図 5－1(2) 鋼管杭における断面力図（③－③断面） 
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(2) 曲げ照査 

鋼管杭の曲げ破壊に対する照査結果を表 5－2 に示す。 

この結果から鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－2(1) 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 降伏 

モーメント 

My(N/mm2) 

照査値 

Mmax/My 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

5402 1212 14637 0.37 

 

表 5－2(2) 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 降伏 

モーメント 

My(N/mm2) 

照査値 

Mmax/My 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

6502 1033 14706 0.45 
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(3) せん断力照査 

鋼管杭のせん断力に対する照査結果を表 5－3 に示す。 

この結果から鋼管杭の断応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－3(1) 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

表 5－3(2) 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

 

 

 

 

 

 

  

発生断面力 

せん断耐力 

Qa (N/mm2) 

照査値 

Qmax/Qa 
せん断力 

Qmax(kN) 

1478 19421 0.08 

発生断面力 

せん断耐力 

Qa (N/mm2) 

照査値 

Qmax/Qa 
せん断力 

Qmax(kN) 

1763 19421 0.10 
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5.1.2 被覆コンクリート壁 

３次元構造解析に基づく，被覆コンクリート壁の照査結果を示す。評価対象位置

は，評価の厳しくなる杭間とした。評価対象位置図を図 5－2 に示す。評価対象位

置は，②－②断面においては①～⑤で番号付けた各々の赤枠の範囲とし，③－③断

面においては①～⑦で番号付けた各々の赤枠の範囲とする。 

 

 

 

図 5－2(1) 評価対象位置図（②－②断面） 

 

 

 

図 5－2(2) 評価対象位置図（③－③断面） 
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図 5－2(3) 評価対象位置図（②－②断面 正面図） 

 

 

 

図 5－2(4) 評価対象位置図（③－③断面 正面図） 
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(1) 曲げ照査 

コンクリートの曲げ圧縮応力に対する最大照査値が発生している評価対象位置

での断面力図 5－3 に，曲げ圧縮応力に対する照査結果を表 5－4 に，鉄筋の曲げ引

張応力に対する最大照査値が発生している評価対象位置での断面力図 5－4 に，曲

げ圧縮応力に対する照査結果を表 5－5 に示す。 

この結果から被覆コンクリート壁の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

図 5－3(1) コンクリートの曲げ圧縮応力に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置③，②－②断面） 

 

 

図 5－3(2) コンクリートの曲げ圧縮応力に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置④，③－③断面） 
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表 5―4(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（曲げ圧縮応力）（②－②断面） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

③ -392 -9 0.9 13.5 0.07 

 

表 5―4(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（曲げ圧縮応力）（③－③断面） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

④ -853 124 1.8 13.5 0.14 
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図 5－4(1) 鉄筋の曲げ引張応力に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置③，②－②断面） 

 

 

図 5－4(2) 鉄筋の曲げ引張応力に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置④，③－③断面） 
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表 5―5(1) 鉄筋に対する照査における最大照査値 

（曲げ引張応力）（②－②断面） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 

曲げモーメン

ト 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

③ -392 -9 72.4 294 0.25 

 

表 5―5(2) 鉄筋に対する照査における最大照査値 

（曲げ引張応力）（③－③断面） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

④ -853 124 121.6 294 0.42 
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(2) せん断力照査 

せん断力照査の最大照査値が発生している評価対象位置での断面力図 5－5 に，

コンクリートのせん断力に対する照査結果を表 5－6 に示す。 

この結果から被覆コンクリート壁の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

図 5－5(1)  コンクリートのせん断破壊に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置①，②－②断面） 

 

 

図 5－5(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置①，③－③断面） 
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表 5―6(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値 

（せん断応力）（②－②断面） 

評価対象位置 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τca(N/mm2) 

照査値 

τc/τca 
せん断力 

Q(kN) 

① -70 0.04 0.67 0.06 

 

表 5―6(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値 

（せん断応力）（③－③断面） 

評価対象位置 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τca(N/mm2) 

照査値 

τc/τca 
せん断力 

Q(kN) 

① -102 0.05 0.67 0.08 
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5.1.3 改良地盤④の評価結果 

改良地盤④のすべり安全率による評価結果を表 5－7 に，最小すべり安全率とな

るすべり線及び局所安全係数分布を図 5－6 に示す。これらの結果から，改良地盤

④のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－7 改良地盤④のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

4.82 

 

 

図 5－6 改良地盤④の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布 

（②－②断面） 
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5.1.4 改良地盤⑤の評価結果 

改良地盤⑤のすべり安全率の評価結果を表 5－8 に，最小すべり安全率となるす

べり線及び局所安全係数分布を図 5－7 に示す。これらの結果から，改良地盤⑤の

すべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－8(1) 改良地盤⑤のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

20.58 

 

図 5－7(1) 改良地盤⑤の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布 

（②－②断面） 

 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素
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改良地盤⑤

改良地盤④
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表 5－8(2) 改良地盤⑤のすべり安全率評価結果（③－③断面） 

最小すべり安全率 

2.16 

 

 

図 5－7(2) 改良地盤⑤の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布 

（③－③断面） 

 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素
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5.1.5 止水目地 

止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 5－9 に示す。 

止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，相対変位量が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 5－9 ジョイント設置箇所の津波時相対変位量 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δx：③－③断面 

  （横断方向） 
213.68 － 

δy：⑦－⑦断面 

  （縦断方向） 
0.00 － 

δｚ：③－③断面 

  （横断方向） 
0.10 － 

合成方向 

（3 方向合成） 
213.69 1580 
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5.1.6 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－10 に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭先端部に生じる最大軸力が極限支持力以下であ

ることを確認した。 

 

表 5－10(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面） 

発生断面力 
軸応力度 

Rｄ（kN/mm2） 

極限支持力 

Rｕ（kN/mm2） 

照査値 

Rｄ／Rｕ 
軸力 

Nmax（N/mm2） 

3640 1.0 9.8 0.10 

 

 

表 5－10(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面） 

発生断面力 
軸応力度 

Rｄ（kN/mm2） 

極限支持力 

Rｕ（kN/mm2） 

照査値 

Rｄ／Rｕ 
軸力 

Nmax（N/mm2） 

3325 0.9 9.8 0.09 
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5.2 重畳時 

5.2.1 鋼管杭 

(1) 断面力分布 

断面力分布を図 5－8 に示す。 

 

図 5－8 鋼管杭における断面力図（③－③断面） 
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(2) 曲げ照査 

鋼管杭の曲げ破壊に対する照査結果を表 5－11 に示す。 

この結果から鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－11 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 降伏 

モーメント 

My(N/mm2) 

照査値 

Mmax/My 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

29306 2085 88462 0.34 

 

(3) せん断力照査 

鋼管杭のせん断力に対する照査結果を表 5－12 に示す。 

この結果から鋼管杭の断応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－12 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

 

  
発生断面力 

せん断耐力 

Qa (N/mm2) 

照査値 

Qmax/Qa 
せん断力 

Qmax(kN) 

6407 95166 0.07 
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5.2.2 被覆コンクリート壁 

３次元構造解析に基づく，被覆コンクリート壁の照査結果を示す。評価対象位

置は，「5.1 津波時」と同様である。 

 

(1) 曲げ照査 

コンクリートの曲げ圧縮応力に対する最大照査値が発生している評価対象位置

での断面力図 5－9 に，曲げ圧縮応力に対する照査結果を表 5－13 に，鉄筋の曲げ

引張応力に対する最大照査値が発生している評価対象位置での断面力図 5－10 に，

曲げ圧縮応力に対する照査結果を表 5－14 に示す。 

この結果から被覆コンクリート壁の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

図 5－9 コンクリートの曲げ圧縮応力に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置④，③－③断面） 

 

 

表 5―13 コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（曲げ圧縮応力）（③－③断面） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

④ -254 99 0.6 13.5 0.04 
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図 5－10 鉄筋の曲げ引張応力に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置④，③－③断面） 

 

 

表 5―14 鉄筋に対する照査における最大照査値 

（曲げ引張応力）（③－③断面） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

④ -254 99 38.1 294 0.13 
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(3) せん断力照査 

せん断力照査の最大照査値が発生している評価対象位置での断面力図 5－11 に，

せん断破壊に対する照査結果を表 5－15 に示す。 

この結果から被覆コンクリート壁の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

図 5－11 コンクリートのせん断破壊に対する照査において用いる断面力 

（評価対象位置⑦，③－③断面） 

 

表 5―15 コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値 

（せん断応力）（③－③断面） 

評価対象位置 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τca(N/mm2) 

照査値 

τc/τca 
せん断力 

Q(kN) 

⑦ 102 0.05 0.67 0.08 
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5.2.3 改良地盤⑤ 

改良地盤⑤のすべり安全率による評価結果を表 5－16 に，最小すべり安全率時刻

におけるすべり線及び局所安全係数分布を図 5－16 に示す。これらの結果から，改

良地盤⑤のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－16 改良地盤⑤のすべり安全率評価結果（③－③断面） 

地震動 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｄ－Ｄ 

（＋＋） 
17.56 2.75 

 

 

図 5－12 改良地盤④の最小すべり安全率時刻におけるすべり線及び局所安全係数分布 

（③－③断面，Ｓｄ－Ｄ(＋＋)，t＝17.56s） 
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5.2.4 止水目地 

止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 5－17 に示す。 

止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，相対変位量が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 5－17 ジョイント設置箇所の重畳時相対変位量 

方向 
重畳時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δx：③－③断面 

  （横断方向） 
326.7 － 

δy：⑦－⑦断面 

  （縦断方向） 
210.4＊ － 

δｚ：⑦－⑦断面 

  （横断方向） 
6.19 － 

合成方向 

（3 方向合成） 
388.68 1580 

注記＊：軸方向の残留変位及び重畳時変位増分は保守的に地震時の最大相対変

位量を考慮する。 
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5.2.5 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－18 に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭先端部に生じる最大軸力が極限支持力以下であ

ることを確認した。 

 

 

表 5－18 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面） 

発生断面力 
軸応力度 

Rｄ（kN/mm2） 

極限支持力 

Rｕ（kN/mm2） 

照査値 

Rｄ／Rｕ 
軸力 

Nmax（N/mm2） 

4688 1.2 9.8 0.13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  




